
今年も全国衛生週間の時期の時期になりました。

全国労働衛生週間は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛生』に関する国民の意識を高め、職場の
自主的な活動を促して労働者の健康を確保することを目的として毎年実施しています。
今年のスローガンは、

です。

各事業場で、全国労働衛生週間中の実施事項については、実施要綱及びリーフレットをご覧いただき、取り組みを
お願いします。また、準備期間中には、重点事項のほか、日常の労働衛生活動の総点検を行いましょう。
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令和４年７月末に、当署管内事業場に係る、死亡災害が発生しました。
≪運輸交通業（道路貨物運送業）≫○事故の型：交通事故 ○50代男性（経験年数４年） ○起因物：トラック

○災害発生の概要：県道を走行中、対向車線を走行中の大型トラックがセンターオーバーし、被災者が運転するト
ラックと正面衝突したもの。被災者は事故発生から十数日後に亡くなられました。
各事業者の皆さまにおかれましては、より一層、死亡災害はもとより労働災害防止対策の徹底をお願いします。

死亡災害が発生しました【今年２件目】

◆令和４年７月末現在の休業４日以上の労働災害発生
件数は77件で前年比+２件（+2.7％）となっています。
◆事故の型別では、転倒が22件で全体の29%を占めてお
り、次いではさまれ・巻き込まれが11件（14%）、墜落・転
落が10件（13%）、となっています。
◆業種別では、製造業が23件で全体の30%を占めており、
次いで運輸業が11件（14%）、建設業６件（８%）、商業６件
（８%）となっています。

≪その他の金属製品製造業≫ ○事故の型：飛来・落下

○６０代男性（経験年数９年） ○休業見込み：９０日
工場内で、約１８０Kgの荷を天井クレーンを用いて移動中、他の荷と接
触し、吊り上げ中の荷が落下し負傷したもの。吊具はマグネット吊具を使
用し、定格荷重の範囲であったが、圧着が弱かった。

≪一般貨物自動車運送業≫
○事故の型：転倒

○５0代男性（経験年数４か月） ○休業見込み：３か月
トラックの荷台から降車する際に、足を滑らせ、その勢いのまま地面に
着地し負傷したもの。災害発生時は雨が降っており、靴底や荷台が濡れ
ていた。

第７３回全国労働衛生週間 令和４年１０月１日（土）～７日（金） ［準備期間：９月１日～３０日］

あなたの健康があってこそ
笑顔があふれる健康職場

準備期間（９月１日～３０日）に実施する事項

● 過重労働による健康障害防止対策
● 職場におけるメンタルヘルス対策
● 職場の新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向
けた取り組み

● 労働災害予防的観点からの高年齢労働者に対する
健康づくり

● 化学物質による健康障害防止対策

● 石綿による健康障害防止対策
● 職場の受動喫煙防止対策
● 治療と仕事の両立支援対策
● 職場の腰痛の予防対策
● 職場の熱中症予防対策の推進
● テレワークでの労働者の作業環境、健康確保

令和４年１０月から、労働者数にかかわらず歯科健康診断結果の報告が義務になります。

労働安全衛生法では、一定の有害な業務に従事する労働者に
対して、歯科健康診断を実施することが義務づけられています。

現行法では、その結果の報告義務の対象は常時５０人以上の
労働者を使用する事業者となっていますが、今年の１０月より、労
働者の人数にかかわらず、歯科健康診断を実施した場合には、
所轄労働基準監督署への報告が必要になります。
※ 有害な業務とは、塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、フッ化水素、黄りんそ
の他歯又はその支持組織に有害な物のガス、蒸気又は粉じんを発散す
る場所における業務（安衛令第２２条第３項）のことです。

また、報告様式についても、現行の「定期健康診断結果報告書
（安衛則様式第６号）」から、新たに定められる「有害な業務に係
る歯科健康診断結果報告書（様式第６号の２）」に変わります。

現行 令和４年１０月より
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労働災害発生状況（令和４年７月末日時点）



【担当者から】

令和４年の全国の職場における７月末までの熱中症の発生状況（休業４日以上の死傷者数）は、２５２人（うち死亡者１３
人）と、令和３年同時期の９０人（うち死亡者３人）を大幅に上回る件数となっています。暦の上では秋となりますが、まだま
だ残暑の厳しい日が続くことが想定されます。各事業場の皆様におかれましては、引き続き熱中症対策、ひいては体調管
理にご留意いただきますようよろしくお願いします。

所定の車両系建設機械に、高度な安全性能を有する厚労省指定の安全装置を購入する中小企業事業者等に対し
補助金を交付する制度です。
１．対象となる申請者
➊建設業許可を取得していること ➋中小企業等であること

２．補助金交付額
➊１機当たりの上限：１００万円
（補助対象経費上限の２００万円の１／２）
※安全装置の種類により金額が異なる
➋同一申請者の年度内申請上限：５００万円

３．申請方法
詳しくは建災防本部ホームページをご覧ください。

Web登録期間は９月２日（金）～１２月１９日（月）です。 http://www.kensaibou.or.jp/

問い合わせ先：建災防高度安全機械導入支援補助金事務センター ０３－６２７５－１０８５

補助金 建災防 検索

毎年９月は「職場の健康診断実施強化月間」です。事業場の皆さまは、自社の健康診断の実施状況や事後措置の
状況を確認し、重点事項の実施の徹底をお願いします。

令和４年度の重点周知事項は、「医療保険者（協会けんぽ、健保組合、市町村国保、国保組合、共済組合等）との
連携」によるコラボヘルスの推進です。詳細は、厚生労働省HPに掲載しているリーフレット等をご覧ください。

＜重点事項＞
① 健康診断及び事後措置等の実施の徹底
② 健康診断結果の記録の保存の徹底
③ 一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保健師による保健指導の実施
④ 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた安衛法等に基づく健康診断の実施に係る対応
⑤ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に基づく医療保険者が行う特定健康診査・保健指
導との連携

⑥ 令和２年１２月２３日付け基発１２２３第６号「特定健康診査等の実施に関する協力依頼について」に基づく定期健
康診断のうち特定健康診査に相当する項目の結果医療保険者への提供等

⑦ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく保健事業との連携

⑧ 平成３０年３月２９日付け基安労発０３２９第３号「地域産業保健センター事業の支援対象に関する取扱いについ
て」を踏まえた小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用

※ 特に①の健康診断の事後措置について、実施されていない事業場が見受けられます。事業者は、健康診断の結
果、異常な所見がある（要観察、要医療等）と診断された労働者について、当該労働者の健康を保持するために必
要な措置について医師等の意見を聴取し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、適切な措
置を講じる必要があります。意見を聴く医師について、産業医（労働者数５０人以上で選任が必要）や一関地域産
業保健センター（労働者数５０人未満の事業場を対象に無料、 0191-23-5110）があります。
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９月は「職場の健康診断実施強化月間」です！

高度安全機械等導入支援補助金について


